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第２編 設計条件 

第 6 章  流れ 

6.1  流れの基本 

流れは、設計対象施設の設置位置における実測値又は推算値をもとに、流速及び流向を適切に設定す

るものとする。 
 
漁港・漁場の施設の設計にあたっては、定常流とみなされる流れの影響が著しいと考えられる場合、

原則としてこれらの影響を考慮することとする。 
漁港・漁場及びその周辺における流れは、海浜流、潮流（潮汐流）、海流、吹送流、河口流等から

なるが、実際に測定される流れは、これらの複合した非常に複雑なものである 1)2)。波が海岸に入射し

たことに起因する流れの総称を、海浜流あるいは波浪流という。特に漁港・漁場及びその周辺におけ

る流れは、漂砂の把握、浮体構造物の設計、港内の海水交換、航路の保全、基礎の洗掘、蓄養・養殖

施設の検討の他、生態系や環境に配慮した施設設計にも重要な条件となるので十分考慮する必要があ

る。 
 

6.1.1 海浜流 

海浜流は波による質量輸送によって生じる流れであり、波が汀線方向に進行すると、波による質量

の流れが岸に向かって生じる。これを向岸流という。この向岸流は沿岸の水位を上昇させる。その結

果、汀線沿いに沿岸流が生じる。さらにある起点から集中的に沖に向かう流れとなり、これを離岸流

という。海浜流は、数値計算によって予測できるので、必要に応じ適切な解析手法を用いて推定する

ことが望ましい。 
 
6.1.3 海流 

海流は、黒潮、親潮、対馬海流などの地球規模でおこる海水の水平方向の流れの総称である。海流

は、沿岸の流れと比べ時間スケールが長い現象ではあるが、場所的にも季節的に鉛直的にも変化する。

海流の流れの鉛直構造は、密度成層やコリオリ力にも大きく影響されるため、複雑であり、底層付近

の流速を表層の流速にみから推定することはできない。海流は、最寄りの流速観測値、信頼できる海

洋モデルによる予測値などを参考にして適切に推定することが望ましい。 
 

6.1.4 吹送流 

吹送流と風速の関係は実測が困難であるが、風速の 2～4％程度の海面吹走流速が生じることが多い

と報告されている 1)。 
 
 
（新設） 
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6.1 流れの基本 

流れは、設計対象施設の設置位置における実測値又は推算値をもとに、流速及び流向を適切に設定す

るものとする。 
 
漁港・漁場の施設の設計にあたっては、定常流とみなされる流れの影響がある場合、その影響を考

慮することを原則とする。 
漁港・漁場及びその周辺における流れは、海浜流、潮流（潮汐流）、海流、吹送流、河口流等から

なる 1)2)が、実際に測定される流れは、これらの流れに波動流が複合した非常に複雑なものである。漁

港・漁場及びその周辺における流れは、漂砂の把握、浮体構造物の設計、港内の海水交換、航路の保

全、基礎の洗掘、蓄養・養殖施設の検討の他、生態系や環境に配慮した施設設計にも重要な条件とな

るので十分考慮する必要がある。沈設魚礁や増殖礁などの小型海中構造物の設計で波による水粒子速

度が重要な作用になる場合は、波動流の影響も考慮することを原則とする。 
 

6.1.1 海浜流 

海浜流は砕波帯周辺において生じる流れの総称である。波が汀線方向に進行すると、波による質量

輸送による流れが岸に向かって生じる。これを向岸流という。この向岸流は沿岸の水位を上昇させる。

その結果、汀線沿いに沿岸流が生じる。さらにある起点から集中的に沖に向かう流れとなり、これを

離岸流という。海浜流は、数値計算によって予測できるので、必要に応じ適切な解析手法を用いて推

定することが望ましい。 
 
6.1.3 海流 

海流は、黒潮、親潮、対馬海流などの地球規模でおこる海水の水平方向の流れの総称である。海流

は、沿岸の流れと比べ時間スケールが長い現象ではあるが、場所や季節だけでなく鉛直的にも変化す

る。海流の流れの鉛直構造は、密度成層やコリオリ力にも大きく影響されるため、複雑であり、底層

付近の流速を表層の流速のみから推定することはできない。海流は、最寄りの流速観測値、信頼でき

る海洋モデルによる予測値などを参考にして適切に推定することが望ましい。 
 

6.1.4 吹送流 

吹送流は、海上を吹く風と海面との摩擦によって生じる流れである。その速度は、海面付近で最大

で、深さ方向に減少し、設計の実用上、50 m 以上では無視してよい 3)。通常、海面では風速の２～４％

程度の流速が生じる 1)。 
 
6.1.6 波動流 

波動流は、波浪下で生じる振動流である。局所的な流れとしての波動流速は、水面波形が正弦波で

近似できる場合は、微小振幅波の式 2-3-2 により算定できるが、近似できない場合は、規則波の非線
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 6.3 水中の構造物に作用する流れの力 

水中又は水面付近の部材及び構造物に作用する抗力及び揚力は、【流れ】の規定に従って設定した流

れの諸元、部材及び構造物の形状、粗度等を考慮して、適切に算定するものとする。 
 
流れの力は、構造物の種類や型式に応じて適切に算定する必要がある。 
 
水中及び水面付近の部材に作用する抗力は、式 2-6-1 を用いて算定することができる 3)4)。非定常性

が顕著な場合は質量力についても考慮することが必要であり、質量力は式 2-6-2 で表される 3)4)。  
抗力係数 CDと質量係数 CMは､ともに物体の形状、粗度、流れの方向などのほか、レイノルズ数（Re）

及びクーリガン・カーペンタ数（KC）によって変化するため 5)、状況に応じて適切な値を用いること

ができる。 
水中の部材には上記の抗力と質量力のような流れの方向に作用する直方向力のほかに、それと直角

方向に揚力が作用する。この揚力は式 2-6-1 の抗力と同様に流速の２乗に比例する形で与えられ、そ

の係数は揚力係数 CLと呼ばれる。揚力係数 CLの値も部材形状などによるほか、Re 及び KC によって

変化する。 

2
DD AUρCF 2

1 …………………………………………………………………（式 2-6-1） 

ここに、 
DF  ：物体に作用する流れ方向の抗力（kN）  

  ：海水の密度（t/m3） 

DC  ：抗力係数（値は該当施設の章を参照）  
A  ：物体の流れ方向の投影面積（m2）  
U  ：流速（m/s）  

t
uVρCF MM 
 …………………………………………………………………（式 2-6-2） 

ここに、 
MF  ：物体に作用する流れによる質量力（kN）  

MC  ：質量係数（値は該当施設の章を参照）  
V  ：物体の基準体積（m3）（物体の形状別の算定式は該当施設の章を参照）  

tu  /  ：流体の加速度（m/s2） 
 
 
 
 
 
 
 

形波理論や不規則な水面変位をフーリエ級数で表す方法などにより算定することができる 4)。 
 

 6.3 水中の構造物に作用する流れの力 

水中の構造物に作用する流れの力は、【流れ】及び【波】の規定に従って設定した流れ及び波の諸元、

部材及び構造物の形状、粗度等を考慮して、適切に算定するものとする。 
 
水中の構造物に作用する流れの力は、形状と流れの条件に応じて適切に算定することを原則とする。 
 

 定常流とみなせる流れによる水中の部材及び構造物に作用する流れ方向の力は、抗力と呼ばれ、流

速の 2 乗に比例する関数の式 2-6-1 で算定することができる。波動流単独又は波動流と定常流の共存

する非定常流中では、流速の 2 乗に比例する抗力のほかに水粒子加速度に比例する慣性力が作用し、

その力は式 2-6-2 で表されるモリソン式 5)により求められる 6)7)。水中の部材及び構造物には、流れの

方向に作用する抗力と慣性力のほかに、それと直交する方向に揚力が作用する。揚力は抗力と同様に

流速の 2 乗に比例する関数で表され、式 2-6-3 を用いて算定される。揚力は、流れ方向の流体力に比

較して小さく、無視できることが多いが、構造形式により検討を要する。最大流体力は、ベクトル加

算により求められる流れ方向の流体力と揚力との合成力の最大値として求められる。 

𝐹 ൌ
1
2𝜌𝐶ௌ𝐴𝑈

ଶ …………………………………………………………（式 2-6-1） 

ここに、 
DF  ：定常流中での抗力（kN）  

ρ ：水の密度（t/m3） 
𝐶ௌ ：定常流中での抗力係数  
A  ：物体の基準面積（通常は、物体の流れ方向の投影面積を用いる）（m2）  
𝑈 ：定常流の速度（m/s）  

𝐹 ൌ
1
2𝜌𝐶𝐴

|𝑢|𝑢  𝜌𝐶ெ𝑉
𝜕𝑢
𝜕𝑡  ……………………………………………………（式 2-6-2） 

ここに、 
F ：非定常流中での流体力（kN） 
𝐶 ：非定常流中での抗力係数 
u ：水粒子速度（m/s） 
MC  ：慣性力係数 
V  ：物体の基準体積（m3）（物体の形状別の算定式は該当施設の章を参照）  

tu  /  ：水粒子加速度（m/s2） 

𝐹 ൌ ൞

1
2𝜌𝐶𝐴𝑈

ଶ 定常流の場合 

1
2𝜌𝐶𝐴𝑈

ଶ 非定常流の場合

 …………………………………………（式 2-6-3） 

ここに、 
FL ：揚力（非定常流の場合は揚力の最大値）（kN）  
𝐶 ：揚力係数 
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𝐴 ：物体の基準面積（通常は、流れの垂直方向から見た物体の投影面積を用いる）（m2） 
𝑈 ：最大水粒子速度（m/s） 

定常流中の抗力係数と揚力係数は式 2-6-4 で定義されるレイノルズ数 Re の関数、モリソン式の抗

力係数と慣性力係数及び波動流中の揚力係数は Re と式 2-6-5 で定義されるクーリガン・カーペンタ

ー数 KC の関数であることに留意して、既往文献又は実験により適切な値を決める必要がある。 

𝑅𝑒 ൌ ൞

𝑈𝐷
𝜈 定常流の場合 

𝑈𝐷
𝜈 非定常流の場合

 …………………………………………………（式 2-6-4） 

𝐾 ൌ
𝑈𝑇
𝐷  ………………………………………………………………………（式 2-6-5） 

ここに、 
D ：物体の代表幅（m） 
ν ：水の動粘性係数（1.00×10-6 m2/s） 
T ：波動流速の周期（s） 
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